
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入入間間市市建建設設部部建建築築指指導導課課  

電電      話話：：００４４－－２２９９６６４４－－１１１１１１１１  

フファァッッククスス：：００４４－－２２９９６６５５－－００２２３３２２  

電電子子メメーールル：：iirr336600550000@@cciittyy..iirruummaa..llgg..jjpp  

 

計画の背景 

建建築築物物のの耐耐震震診診断断・・改改修修にに関関すするるおお問問いい合合せせ

市市でではは、、木木造造住住宅宅のの簡簡易易耐耐震震診診断断ののほほかか、、災災害害発発生生時時のの安安全全対対策策、、耐耐震震改改

修修等等ににおおけけるる助助成成制制度度やや税税制制措措置置ななどどににつついいてて窓窓口口ににてて情情報報提提供供をを行行ななっってて

おおりりまますす。。  

入入間間市市  

平平成成７７年年にに発発生生ししたた阪阪神神・・淡淡路路大大震震災災ででのの死死者者のの９９割割がが住住宅宅・・建建

築築物物のの倒倒壊壊やや家家具具等等のの転転倒倒にによよるる圧圧死死でですす。。  

特特にに、、倒倒壊壊等等のの被被害害がが大大ききかかっったたののはは昭昭和和５５６６年年５５月月３３１１日日

以以前前（（旧旧耐耐震震基基準準））にに建建ててらられれたた建建築築物物ででししたた。。  

近近年年、、日日本本各各地地でで大大規規模模なな地地震震がが発発生生ししてておおりり、、大大地地震震ががいいつつどどここでで発発

生生ししててももおおかかししくくなないい状状況況でですす。。  

多多くくのの人人がが住住宅宅・・建建築築物物のの倒倒壊壊やや家家具具等等のの 
転転倒倒にによよっってて命命をを落落ししてていいまますす!!!!  

大大地地震震ががいいつつどどここでで発発生生ししててもも  
おおかかししくくなないい状状況況でですす!!!!  

建建築築物物のの所所有有者者がが耐耐震震性性をを把把握握しし、、必必要要にに  

応応じじてて耐耐震震化化をを進進めめるるここととがが求求めめらられれまますす。。  

地地震震にによよるる被被害害をを最最小小限限にに止止めめるるににはは？？  

改改正正「「耐耐震震改改修修促促進進法法」」  

のの施施行行（（HH1188..11））  国国
「「埼埼玉玉県県建建築築物物耐耐震震改改修修促促進進

計計画画」」のの策策定定・・公公表表（（HH1199..33））  県県  

おお問問いい合合せせははここちちららままでで  

おお気気軽軽ににごご相相談談下下ささいい！！  

耐耐震震改改修修促促進進法法にに基基づづきき、、埼埼玉玉県県建建築築物物耐耐震震改改修修促促進進計計画画をを踏踏ままええてて、、  

をを策策定定ししままししたた。。  

建築物の耐震化を促進するための施策 

市市はは、、県県やや関関係係団団体体とと連連携携ししななががらら建建築築物物のの耐耐震震化化にに関関すするる意意識識啓啓発発をを進進めめまますす。。  

ままたた、、所所有有者者等等のの取取りり組組みみををででききるる限限りり支支援援すするるたためめ、、所所有有者者等等がが耐耐震震診診断断やや耐耐震震改改修修をを

行行いいややすすいいよよううにに、、適適切切なな情情報報提提供供ををははじじめめととししてて、、耐耐震震診診断断やや耐耐震震改改修修にに係係るる負負担担軽軽減減のの

たためめのの支支援援策策等等、、耐耐震震化化促促進進にに取取りり組組みみまますす。。  

（（33））耐耐震震診診断断及及びび耐耐震震改改修修のの促促進進をを図図るるたためめのの支支援援策策  
アア））支支援援制制度度等等  

イイ））融融資資制制度度  

ウウ））税税のの特特例例措措置置  

エエ））そそのの他他支支援援策策のの検検討討  

（（22））安安心心ししてて耐耐震震診診断断・・耐耐震震改改修修をを行行ううここととががででききるる環環境境のの整整備備  
アア））相相談談窓窓口口のの設設置置  

イイ））リリフフォォーームムににああわわせせたた耐耐震震診診断断・・耐耐震震改改修修のの誘誘導導  

ウウ））埼埼玉玉県県ママンンシショョンン居居住住支支援援ネネッットトワワーーククのの活活用用  

（（44））地地震震時時のの安安全全対対策策  
アア））家家具具やや棚棚等等のの固固定定にによよるる安安全全対対策策  

イイ））窓窓ガガララスス・・天天井井等等のの安安全全対対策策  

ウウ））エエレレベベーータターーのの安安全全対対策策  

エエ））ブブロロッックク塀塀等等のの安安全全対対策策  

（（11））耐耐震震化化にに関関すするる意意識識啓啓発発及及びび知知識識のの普普及及  
アア））防防災災訓訓練練等等をを活活用用ししたた意意識識啓啓発発及及びび知知識識普普及及  

イイ））パパンンフフレレッットト等等にによよるる情情報報のの周周知知  

ウウ））防防災災ハハザザーードドママッッププのの作作成成・・配配布布  

エエ））地地域域住住民民・・地地域域組組織織ととのの連連携携  
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耐耐震震化化をを促促進進すするるたためめのの指指導導やや命命令令等等  
市市はは、、県県がが行行ななうう耐耐震震改改修修促促進進法法にによよるる指指導導等等及及びび建建築築基基準準法法にに基基づづくく勧勧告告又又はは命命

令令ににつついいてて、、そそのの活活動動にに協協力力ししてていいききまますす。。  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画の基本的事項 建築物の耐震化の現状と目標 

目目的的  
住住宅宅そそのの他他のの建建築築物物のの耐耐震震化化をを促促進進すするるここととにによよりり、、市市民民のの生生命命、、身身体体及及びび

財財産産をを地地震震にによよるる建建築築物物のの倒倒壊壊等等のの被被害害かからら保保護護すするる。。  

計計画画期期間間  平平成成２２１１年年度度かからら平平成成２２７７年年度度ままででのの７７年年間間。。  

対対象象建建築築物物  
市市内内ににああるる下下記記にに示示すす建建築築物物ののううちち、、昭昭和和 5566 年年 55 月月 3311 日日以以前前（（旧旧耐耐震震基基準準））

にに建建築築さされれたた建建築築物物。。  

区区分分  種種類類  内内容容  

住住宅宅  ○○戸戸建建住住宅宅、、長長屋屋、、共共同同住住宅宅をを含含むむ全全ててのの住住宅宅  

民民間間  

建建築築物物  特特定定建建築築物物等等  

○○耐耐震震改改修修促促進進法法第第 66 条条にに定定めめるる建建築築物物  

①①多多数数のの者者がが利利用用すするる一一定定規規模模以以上上のの建建築築物物  

（（学学校校、、店店舗舗、、ママンンシショョンン、、福福祉祉施施設設ななどど））  

②②危危険険物物のの貯貯蔵蔵場場又又はは処処理理場場のの用用途途にに供供すするる一一定定数数量量以以上上のの

危危険険物物をを扱扱うう建建築築物物  

③③※※地地震震時時にに通通行行をを確確保保すすべべきき道道路路（（県県指指定定のの緊緊急急輸輸送送道道路路））

のの沿沿道道建建築築物物ののううちち、、道道路路をを閉閉塞塞すするる恐恐れれののああるる建建築築物物  

市市有有  

建建築築物物  
特特定定建建築築物物等等  

○○市市所所有有特特定定建建築築物物等等  

○○避避難難所所等等ととななるる建建築築物物  

○○災災害害時時にに拠拠点点等等ととななるる建建築築物物  

  【【参参考考】】想想定定さされれるる地地震震のの規規模模・・被被害害                            

県県がが行行ななっったた第第 44 回回目目のの「「埼埼玉玉県県地地震震

被被害害想想定定調調査査（（平平成成 1199 年年 1111 月月公公表表））」」

でではは、、５５つつのの想想定定地地震震ににつついいてて建建物物、、人人

的的、、ラライイフフラライインンななどどのの被被害害想想定定結結果果がが

示示さされれてていいまますす。。  

入入間間市市ににおおいいててはは「「立立川川断断層層帯帯にによよるる

地地震震」」のの影影響響がが最最もも大大ききくく、、被被害害がが最最もも

大大ききいいとと想想定定さされれてていいまますす。。  

立立川川断断層層帯帯にによよるる地地震震ででのの被被害害内内容容  

全全壊壊数数  330033 棟棟  
木木造造  

半半壊壊数数  22,,112266 棟棟  

全全壊壊数数  2255 棟棟  
建建物物  

非非木木造造  
半半壊壊数数  111144 棟棟  

死死者者  2211 人人  

負負傷傷者者  6677 人人  人人的的被被害害  
死死傷傷者者  

（（冬冬 1188 時時））  
軽軽症症者者  338899 人人  

  

※平成 20 年 10 月現在
【【住住宅宅のの耐耐震震化化のの現現状状】】  

平平成成 2277 年年度度時時点点のの  

目目標標耐耐震震化化率率  

耐耐震震性性あありり      耐耐震震性性ななしし  

2200..00％％  

平平成成 2277 年年度度時時点点のの  

目目標標耐耐震震化化率率  

【【民民間間特特定定建建築築物物等等のの耐耐震震化化のの現現状状】】  

3311..88％％  

【【市市有有特特定定建建築築物物等等のの耐耐震震化化のの現現状状】】  

平平成成 2277 年年度度時時点点のの  

目目標標耐耐震震化化率率  

4477..99％％  

耐耐震震性性あありり      耐耐震震性性ななしし  

耐耐震震性性あありり      耐耐震震性性ななしし  

特特 定定 建建 築築 物物 等等 のの うう
ちち、、5522..11％％がが耐耐震震性性をを
満満たたししてていいるるとと見見込込まま
れれまますす。。  

特特 定定 建建 築築 物物 等等 のの うう
ちち、、6688..22％％がが耐耐震震性性をを
満満たたししてていいるるとと見見込込まま
れれまますす。。  

現現在在、、住住宅宅全全体体ののううちち、、
8800..00％％のの 4499,,331166 戸戸がが耐耐震震
性性をを満満たたししてていいるるとと見見込込ままれれ
まますす。。目目標標をを達達成成すするるににはは、、
施施策策にによよりり 885588 戸戸のの耐耐震震化化
をを進進めめてていいくくここととがが必必要要にになな
りりまますす。。  

市市有有建建築築物物のの  

耐耐震震化化のの基基本本方方針針  

市市有有特特定定建建築築物物等等のの耐耐震震化化をを計計画画的的、、かかつつ、、効効率率的的にに進進めめるるたためめ、、

次次のの事事項項等等をを勘勘案案しし、、優優先先的的にに耐耐震震化化すすべべきき建建築築物物やや耐耐震震性性能能向向上上のの

目目標標値値等等をを検検討討ししてていいくくももののととししまますす。。  

※※地地震震発発生生時時にに通通行行をを確確保保すすべべきき道道路路  

地地震震発発生生時時にに多多数数のの者者のの円円滑滑なな避避難難、、救救急急・・
消消防防活活動動のの実実施施にに必必要要なな道道路路ががあありりまますす。。  

ここれれららがが沿沿道道のの建建築築物物のの倒倒壊壊にによよっってて道道路路
のの機機能能がが妨妨げげらられれるるここととののなないいよよううにに、、耐耐震震診診
断断及及びび耐耐震震改改修修のの促促進進をを図図るる必必要要ががあありりまますす。。  

アア））建建築築物物のの用用途途及及びび規規模模  

・・耐耐震震改改修修促促進進法法第第 66 条条にに規規定定すするる特特定定建建築築物物（（多多数数のの者者がが利利用用すするる建建築築物物））  

イイ））入入間間市市地地域域防防災災計計画画ににおおけけるる位位置置付付けけ  

・・避避難難所所等等ととななるる建建築築物物  

・・災災害害時時にに拠拠点点等等ととななるる建建築築物物  

ウウ））耐耐震震改改修修促促進進法法にに基基づづくく安安全全性性のの評評価価  

・・耐耐震震診診断断のの結結果果にに基基づづくく建建築築物物のの地地震震にに対対すするる安安全全性性のの評評価価  

●●そそのの他他のの市市有有建建築築物物ににつついいててもも、、市市有有特特定定建建築築物物等等のの耐耐震震化化のの基基本本方方針針にに準準じじ、、

計計画画的的かかつつ効効率率的的にに耐耐震震化化をを検検討討ししてていいくくももののととししまますす。。  


